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   １．税制提言の基本方針 

 本税制改正要望は、中小企業の活性化と活力ある持続可能な社会の構築に寄与 

するため、実現可能な望ましい税制のあり方について提言することを目的とする。 

 

 

   ２．実現可能な税制提言 

 提言した税制改正事項は、提言活動での要望に止めず、早期の実現に向け継続 

的に情報発信を行い、経済団体として地位の確保に努める。 
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〇令和 7 年度税制改正に関する検討テーマ 

 課題 

基
本
的
な
課
題 

税・財政

改革のあ

り方 

 

 

税制全般に関

する提言 
 

① 税制の基本原則は「公平性・中立性・国民の理解が得られる 

簡素な税制」であり、財源調達機能という租税の目的を達成 

するためには、景気回復などの経済政策、少子高齢化への対 

応、所得再分配などの社会環境に即応する様々な政策を考慮 

しつつその時代に適した税制を構築していくべきである。年 

金・医療・介護などの社会保障費の急激な増加や労働人口の減

少等で深刻な財源不足に陥っており、財政の健全化を推進する

には所得・消費・資産のバランスのよい課税を行っていくべき

と考える。 

② 法人所得課税においては、急速な経済のグローバル化により、 

日本企業も国内市場だけでなく世界的な市場を見据えて経済活 

動を行っており、日本企業の国際競争力を削ぐことのないよう 

に配慮するとともに、企業の経済活動に関わる税制の検討に際 

しても公平性や中立性を尊重すべきであると考える。 

 

行政改革の徹

底 

① 税制の仕組みは複雑で理解が困難である。正しく適切な納税 

のためにも、納税者が理解しやすいできるだけ簡素なものに 

改善していってもらいたい。「よりシンプルな税制」をテー 

マに議論を深めていってほしい。 

② 税制の３原則の「公平・中立・簡素」が「複雑・不平等」と 

感じられることが多々ある。簡素で、公平な負担を図っても 

らいたい。 

 

マイナンバー

制度 等 

① マイナンバーカード利用促進の為、ポイントの交付で留まらず、

継続して減税制度や優遇策を確立して欲しい。 

 

経済活性

化と中小

企業対策 

中小企業の活

性化に資する

税制措置 

① 事業用生産設備等に対する税制優遇措置や雇用の増加に対する

税制優遇措置に積極的に取り組んで欲しい。 

② 設備投資に対する助成金の範囲の拡大と、手続きが煩雑で使い

にくいという声が多く聞かれる為もっと簡素化して使いやすい

制度にして欲しい。 

 

事業承継税制

の拡充 

① 現行の事業承継税制の廃止と事業用資産を一般資産と切り離し

た本格的な事業承継税制の創設を求める。 

② 中小企業経営者の事業承継にあたり、事業用資産、取引相場の
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ない株式の相続、贈与税の廃止を求める。両資産は、事業継続

に必要な資産であって、いわゆる個人資産とは性格を異にする

ものである。 

② 中小企業経営者の事業承継にあたり、事業の継続性を確保する

観点からも、事業用資産や取引相場のない株式の相続、贈与税

を対象外にするべきである。 

④ 事業承継税制は複雑すぎて利用し辛い。 

消費税への対

応 等 

① 消費税の軽減税率税度は低所得者の逆進性対策として導入され

たものの負担軽減が限定的であり、逆に消費の多い高所得者層

に負担軽減効果を与えてしまい本来の機能を果たしているとは

言えず、またインボイス制度の実施により事業者に大きな事務

負担を課していることから、税率は単一税率とし事務処理を軽

減し効率化を図ることが必要であると考える。 

② インボイス制度導入後、適格請求書の発行登録をしていない事

業者に対し、取引先からの値下げの強制やインボイス登録確認

の問い合わせが増加しており、今後も継続するものと考えられ

る。適格請求書発行事業者以外の者からの課税仕入経過措置に

ついて、令和 11 年 9 月 30 日の期限に関わらず当面の間継続す

るとともに、税額控除の割合を現行の 80％を継続するべきであ

る。 

③ インボイス制度導入に関して免税事業者が商取引から排除され

る懸念が払拭できない。全ての事業者を課税事業者とした上で、

事業者免税制度を廃止し新たな事業者申告不要制度を導入すべ

きである。 

 

地方のあ

り方 

地方創生 ① 空き家の増加は、倒壊や放火、環境衛生や防犯上の問題を引き

起こすだけでなく、土地の有効利用を阻害する事にもなり、空

き家で利用価値のない家屋を解体した場合の相続税、固定資産

税の軽減や再利用のため取得し、再生して居住用若しくは事業

用に供した場合の固定資産税の軽減措置を創設し、空き家問題

解消に努めるべきである。また、地方では地価と解体費用との

関係で都市部と比べて解体が進みにくい為、更なる税負担の軽

減が必要である。 

② Ｕターン／Ｉターンに対する税優遇の推進により、定着人口の

増加を図る。 

 

財政・行政の

効率化 等 

① 国と地方の役割分担の明確化と地方への権限移譲を進める為に

地方財源の充実を求める。 

② 中央官庁の地方移転の促進。 
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税

 

目

 

別  

法人税関

係 

役員給与の損

金算入の拡充 

等 

①  現行の役員給与税制は、損金算入される役員給与を「定期同額」

「事前確定」「業績連動」に限定している上、当該給与に該当す

る場合でも「不相当に高額な部分」は損金不算入とするいわば

原則損金不算入の規定となっている。会社法上は、役員の職務

執行対価として受ける財産上の利益は報酬であり企業会計上も

費用処理が認められており、恣意性のないものについては損金

算入すべきである。 

② 役員退職給与については、不相当に高額な部分の金額は損金の

額に算入されないところ、その不相当に高額か否かの判断は、

同規模同業種の法人における役員退職給与の支給状況から判断

されている。しかしながら、納税者が役員退職給与を支給する

際に、同業類似法人の支給状況を把握することは困難であり、

税務調査等において国税当局が集計した情報で一方的に判断さ

れている。行政機関等が保有する情報については匿名加工情報

制度による第三者提供や行政情報のオープン化が行われてお

り、国税庁が保有する役員退職給与に関する情報について、納

税者に対し情報提供を行うべきである。 

③ 本来役員報酬は職務執行の対価であり、原則として損金算入が

認められるべきものであるが、現在の税法は、一定の枠内に収

まるものだけを損金として認める規定となっており、非常にい

びつな制度となっていると考える。最近の経済環境の変化に対

応できる、時代にあった柔軟な制度にするべきである。 

④ 繰戻し還付制度は、欠損金の繰越制度と同様に、継続企業に対

して、便宜上事業年度単位で課税していることの歪みを是正し、

公平な課税を図るための措置であるから，青色申告書を提出す

る法人が、繰り戻して法人税額の還付を遡って請求できる期限

を現行１年から３年間に延長すること。 

従って、欠損金の発生原因を問わず全ての欠損金について、繰

戻し還付の対象となる期間を３年間とするべきである。 

 

個人所得

税 

所得税のあり

方 

① 令和６年度の改正で、児童手当の拡充が図られ 16～18 歳につい

ても児童手当が支給され所得制限も撤廃されたが、年少扶養親

族の扶養控除は平成22年改正で廃止されたままであり扶養控除

復活を行うべきである。 

②  所得税確定申告期限は 3 月 15 日と諸外国と比べ申告期限が短

く、納税者にとって事務負担となっている上、消費税の軽減税

率・インボイス制度導入により更なる過度の事務負担となって

おり、申告期限を１か月程度後ろにずらすか、せめて消費税の
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申告期限である 3月 31 日にすべきである。 

③ 所得税は、各種の所得金額を合計し総所得金額を求め、これに

ついて税額を計算して確定申告により税金を納める総合課税が

原則です。この所得から、①非課税所得、②源泉徴収だけで課

税が完結する所得は申告の要否の判定上の「所得金額の合計額」

に含まれないと規定されています。（所得税法基本通達 120-1，

121-6）上記の規定からすると、源泉徴収で完結された退職所得

金額は②に該当するため。基礎控除額の合計所得から除外する

のが相当と判断されるため、見直しを求めるものです。 

④  配偶者控除や配偶者特別控除の計算においては、配偶者などの

年間所得額を確認する必要があり、現行の納付期限である１月

１０日または２０日では手続きが困難なことが多々あり、納付

時期の見直しをすべきである。 

⑤ 少額減価償却資産（取得価格 30 万未満）については、全額損金

算入を認めるべきである。 

⑥ 配偶者控除を撤廃することにより扶養の範囲内（１０３万、１

３０万の壁）を気にすることなく働ける。社会保険に加入する

ことにより、賃金アップによる収入増にも対応し、将来的にも

年金が安定する。雇用側にとっても、社会保険等の負担増には

なるが、労働力の確保ができる。 

⑦ サラーリーマンの源泉徴収制度はやめてほしい。すべての納税

者が申告納税制度にすべきである。国民一人一人の意識を改革

すべきであり、徴収から納税へ変更すべきである。 

 

各種控除制度

の見直し 等 

① 居住用財産の課税価格について、居住用土地には特例があるも

のの家屋には適用がなく、一定の条件の下に課税価格の特例適

用を認めるべきである。 

 

税

目

別 

相続税・

贈与税関

係 

相続税・贈与

税 

① 相続時精算課税制度の特別控除額（2,500 万円）の引き上げを求

める。 

② 相続税の基礎控除などについて、相続税については、基礎控 

除額が減額されて以後、申告件数が増加し、事業承継の場合も

含めて税負担が増加している状況である。基礎控除額を改正前

の５０００万円に戻すべきだと考える。 

③ 同族会社のオーナー貸付金については、債務者である同族会社

が債務超過に陥っている場合、回収見込額が額面額を下回るに

もかかわらず額面評価されてしまい時価評価と乖離している。

よって、相続開始の日の３年前の日の属する事業年度から引き

続き債務超過であり課税所得がマイナスの場合は、純資産額の
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マイナス部分を被相続人からの借入金から減額評価する等の措

置を導入してはどうか。 

 

税

目

別 

地方税関

係 

固定資産税の

抜本的見直し 

等 

① 固定資産税、都市計画税の評価方法並びに課税対象範囲の見直

しが必要である。土地、建物に限定し、事業者が事業の用に供

するする固定資産で特に機械装置や器具備品など経営上必要不

可欠なものには課税しないでほしい。 

② 固定資産税に関する償却資産（事業用資産）への課税廃止を求

める。 

③  居住用財産の課税価格について、居住用土地には特例があるも

のの家屋には適用がなく、一定の条件の下に課税価格の特例適

用を認めるべきである。 

④ 償却資産税の申告の際、所得税及び法人税において損金算入さ

れている30万円未満の少額減価償却資産について課税されてい

る。制度の簡素化を図る観点からも課税対象から除外すべきで

ある。 

 

その他 

震災復興等/ 

環境問題に対

する税制上の

対応/ 

租税教育 等 

① 印紙税は、経済取引に伴い作成される文書の背後には経済的利

益があると推定されること及び文書を作成することによって取

引事実が明確化し法律関係が安定化することに着目して広範な

文書に軽度の負担を求める間接税に近い流通税と説明されてい

る。しかし、取引が不調に終わった場合でも作成された文書に

は課税されること、契約文書がない取引も多々あること、電子

契約には課税されないこと等、課税根拠としての十分な担税力

を認識できないのが現状であり、廃止すべきである。 

② 税務調査手続は、平成 23 年 12 月改正において調査手続の透明

性及び納税者の予見可能性を高め税務職員の説明責任を強化す

ることを目的として法令上明確化された。しかしながら、現在

調査の事前通知は電話により行われており、これにより「言っ

た言わない」のトラブルが多く発生している。無用なトラブル

を避ける意味での事前通知は書面又は e-tax 等の電磁的記録で

実施すべきである。 

③ 令和６年４月１日から相続登記が義務化された。それに対応す

るため、相続セミナー等の大人の租税教室を開催して納税意識

の向上を図っていく必要がある。 

④ 物品税・相続税・配当等の二重課税の是正を求める。 

   ・物品税･･･ガソリン、酒、たばこ等の販売価格には物品税 

    が含まれており、その価格にさらに消費税が課せられる。 

   ・相続税･･･過去に所得税を課せられた相続財産に、更に相 
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   続税を課せられる。 

  ・配当･･･電子取引の拡大により印紙貼付不要なものが増えて 

   いる一方で、文書作成するものは依然として印紙の貼付が求 

   められ 

ている。公平性の観点から廃止すべきである。 

 

 

 


